
コロナ禍における住民税非課税世帯や子育て
世帯を支援するための臨時特別給付金、新型
コロナワクチン接種事業、地域経済を支援す
るためのプレミアム商品券事業などの「コロ
ナ対策」、放射線防護施設整備事業、多目的
体育館整備事業などの「危機管理体制の整備」
を推進しました。
問い合わせ　財政課　松下幸弘　☎㉓0054

「新型コロナ」、「危機管理」の対策を推進

全ての指標が

令和３年度決算状況からみる市の財政状況は健全です。国が自治体の財政状況把握のための指標を設
けており、その指標に合わせ毎年、財政の健全性を確認しています。その状況を見てみましょう。
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特別会計
特別会計名 歳入 歳出

国民健康保険 52億5,000万円 50億2,035万円
後期高齢者医療 ５億2,366万円 ５億2,324万円
介護保険 44億8,779万円 42億9,955万円
土地取得 925万円 925万円
農業集落排水事業 1,344万円 1,158万円

水道事業会計（企業会計）
区分 収入 支出

収益的収支 10億1,020万円 ９億7,378万円
資本的収支 １億3,280万円 ３億9,017万円
　収益的収支 ＝ 水道事業を運営するための収支を表したもの
　資本的収支 ＝ 配水池の建設や管路の整備など、資産の整備
　　　　　　　  と企業債償還金などの支出、その財源となる
　　　　　　　  収入の収支を表したもの
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① 実質赤字比率

② 連結実質赤字比率
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。水道事業会計（企業会計）は、地方公営企業法に基づき設けた水道

事業を行う特別会計で、民間企業と同様の経理や決算を行います。
特別会計は、市が特定の事業を行うために、一般会計と区別して設
けるもので、特別会計ごとに決算を行います。

③ 実質公債費比率

④ 将来負担比率

⑤ 資金不足比率
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財政調整基金（貯金）の推移 市債残高（借金）の推移 (普通会計)
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前年度と比較すると、２億８千万円の増額となりました。
事業費の年度間の調整財源として活用しています。

29.4 199.3

相良公民館や海浜体育館の解体工事などの事業により、借
入額が返済額より多くなったため、前年度より市債残高が
増加しました。

(億円)
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29.4

213.8

普通会計（一般会計と土地取得特別会計の計）の赤字の程度を示す比率で、
財政運営の悪化の度合いを示します。
牧之原市は、収入総額が支出総額を上回っているため、黒字です。

牧之原市の全ての会計を合計した収支の赤字比率です。
①の実質赤字比率と同様に、特別会計や水道事業会計を加えても黒字の運営
をしています。

市（一部事務組合などを含む）の借金の返済額の大きさを示す指標で、この
比率が高いほど返済負担が重くなります。借金をするために県の許可が必
要となる基準18％を平成25年度に下回り、令和３年度はさらに減少しまし
た。今後も比率は減少していく予定です。県下の平均値（5.5％ (＊)）を目指
し、計画的な事業執行と財政運営に努めていきます。　＊指定都市除く
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（25％未満）

事業会計の料金収入に対する資金不足（赤字額）の比率で、経営状況の深刻
度を示します。
市の水道事業と農業集落排水事業については、資金不足はありません。

借金返済や将来も支払わなければならない負担金などの残高を指標化したも
のです。この比率が高いほど、将来、財政が圧迫される可能性が高いことに
なります。
＊充当可能な財源が将来負担額を上回っているため「－」と表示しています。
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地方譲与税（1.1％）
　２億5,883万円

その他交付金（0.6％）
　１億4,340万円

市税（31.3％）72億9,596万円

寄附金（1.6％）
　３億8,269万円

繰越金（3.7％）
　８億5,858万円
諸収入（2.3％）
　５億4,461万円

財産収入・繰入金（0.5％）
１億2,204万円

使用料・手数料（0.7％）
　１億6,902万円

地方交付税（15.2％）
　35億3,826万円

市債（11.4％）
　26億6,030万円

県支出金（9.5％）
　22億2,169万円

国庫支出金（14.5％）
　33億7,439万円

地方消費税交付金（4.9％）
　11億5,090万円

［内訳］
 固定資産税　41億9,170万円
 個人市民税　21億4,579万円
 法人市民税　 ４億1,235万円
 市たばこ税　 ３億5,424万円
 軽自動車税　 １億9,188万円

分担金・負担金（0.7％）
　１億5,673万円

法人事業税交付金（0.9％）
　１億9,590万円

地方特例交付金（1.1％）
　２億6,527万円

総務費（15.6％）
　34億5,969万円

公債費（10.3％）
　22億8,069万円

民生費（31.9％）
　70億8,117万円

衛生費（11.8％）
　26億2,095万円

土木費（6.9％）
　15億3,700万円

教育費（7.8％）
　17億3,052万円

消防費（8.0％）
　17億7,944万円

商工費（3.1％）
　６億8,556万円

労働費、災害復旧費（0.3％）
7,166万円

農林水産業費（3.7％）
　８億3,047万円

議会費（0.6％）
　１億3,797万円




